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序　　　　　文

インドネシア共和国の地域保健の状況は、これまでの長期開発計画においてプライマリー・ヘ

ルスケア（ＰＨＣ）サービスの拡充が図られたものの、乳幼児死亡率や妊産婦死亡率は他のアセア

ン諸国と比較して依然として高く、また保健状況の地域間の格差もいまだ著しいことが重要課題

となっています。

しかし、医師、看護婦の不足、医療設備不備のために医療保健サービスの普及は容易ではなく

地域医療保健水準の向上は困難な状況です。このような状況のなかで、同国はジャワ島などに比

べ保健状況の悪いスラウェシ州において地域助産婦や地域の医師、検査技師といった医療技術者

の人材育成や、県の衛生部長への保健計画の策定・実施に関する能力向上などを通じて、課題と

なっている乳幼児死亡率や妊産婦死亡率などを減少させたいとし、わが国に対しプロジェクト方

式技術協力を要請しました。

これを受け、国際協力事業団は、プロジェクト方式技術協力による南スラウェシ地域保健強化

プロジェクト実施の可能性について調査すべく、平成８年３月に事前調査団を派遣し、同年８月

および９月に長期調査を実施しました。

これら調査の結果を踏まえ、平成８年 12月 14日から 25日までの日程で、討議議事録（Ｒ／Ｄ）

および暫定実施計画（ＴＳＩ）を締結することを目的として、国立国際医療センター国際医療協力

局長の古田直樹氏を団長とする実施協議調査団を派遣しました。本報告書は、本調査団が実施し

た調査および協議の内容と結果などを取りまとめたものです。

ここに、本件調査にあたりまして、ご協力いただきました関係各位に対し深甚なる謝意を表し

ますとともに、今後の本件プロジェクトの実施・運営にあたり、関係各位のいっそうのご協力を

お願いする次第です。

平成９年３月

国際協力事業団

理事　小　澤　大　二
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１．実施協議調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

インドネシア共和国（以下、インドネシアと略す）は、これまでの長期開発計画によるプライマ

リー・ヘルスケア（ＰＨＣ）サービスの拡充により、５歳未満児死亡率は216（1960年）から111（1994

年）に、乳児死亡率は 127（1960年）から 71（1994年）に低下した。また積極的な人口・家族計画の

導入により、人口増加率は 2.3％（1965～ 80年）から 1.8％（1980～ 94年）に、合計特殊出生率も

2.8（1994年）と低値になった。しかし乳児死亡率や妊産婦死亡率（出生 10万当たり 450）は他のア

セアン諸国と比べ依然として高く、また結核やマラリアなどの感染症も地域によっては深刻であ

り、州ごとや都市・農村などの地域間格差がいまだ著しい。このような状況のなかで、同国はジャ

ワ島などに比べ保健状況の悪いスラウェシ島において、Village Midwife（地域助産婦）や地域の

医師、検査技師といった医療技術者の人材育成や、県の衛生部長への保健計画の策定・実施に関

する能力付与などを通して、課題となっている乳児死亡率や妊産婦死亡率などを減少させたいと

し、プロジェクト方式技術協力の実施を要請してきた。これを受け、ＪＩＣＡは、プロジェクト

方式技術協力による南スラウェシ地域保健強化プロジェクト実施の可能性について調査すべく、

1996年３月に事前調査団を派遣し、同年８月および９月に長期調査を実施した。

これら調査の結果を踏まえ、1996年 12月 14日から 25日までの日程で、インドネシア政府と討

議議事録（Ｒ／Ｄ）および暫定実施計画（ＴＳＩ）を締結することを目的として、国立国際医療セン

ター国際医療協力局長の古田直樹氏を団長とする実施協議調査団を派遣した。

なお本案件は、ＪＩＣＡ個別派遣専門家による調査・提言を基礎として、人口・エイズ問題に

関する Global Issue Initiativeプロジェクト形成調査団とインドネシア側との間で提案・合意

された「スラウェシにおける地域保健医療システムの強化に対し、日本側が段階的・総合的に援助

する」という協力の中心をなすものとも位置づけられている。

１－２　調査団の構成

　　　　　担　　当　　　　氏　名　　　　　　　　　　所　　　属

団長　　総　　括　　　　古田　直樹　　国立国際医療センター　国際医療協力局長

団員　　医療協力計画　　吉田　哲彦　　ＪＩＣＡ医療協力部長

団員　　医療行政計画　　平林　国彦　　国立国際医療センター　派遣協力課（医師）

団員　　地域医療計画　　柏樹　悦郎　　厚生省大臣官房政策課課長補佐

団員　　協力計画　　　　富谷　喜一　　ＪＩＣＡ医療協力部医療協力第一課
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１－３　調査日程

日順 月日 曜日
移動および業務

吉田団員以外 吉田団員

1 12月 14日 土 成田→ジャカルタ→スラバヤ

2 15日 日 成田→ジャカルタ スラバヤ滞在

3 16日 月 19:00 ＪＩＣＡインドネシア ストモ病院視察

事務所訪問

10:00 日本大使館表敬

15:30 保健省にて協議

4 17日 火 ＡＭ ジャカルタ ＡＭ スラバヤ

　　→ウジュンパンダン 　　→ウジュンパンダン

12:00 保健省州事務所訪問、 ＰＭ 他のメンバーと合流

協議 以降、同一行動

5 18日 水 スケジュール調整

6 19日 木 19:00 在ウジュンパンダン総領事館表敬

昼 保健省マワール担当官と合流

13:00 ハサヌディン大学訪問

7 20日 金 移動 ウジュンパンダン→パレパレ

10:00 パレパレ市長表敬

11:30 ピンラン県知事表敬

移動 パレパレ→ウジュンパンダン

8 21日 土 ウジュンパンダン→ジャカルタ

9 22日 日 資料整理

10 23日 月 19:30 ＢＡＰＰＥＮＡＳ表敬

11:00 保健省と合同協議

11 24日 火 18:30 保健大臣表敬

19:00 Ｒ／Ｄ署名・交換（保健大臣出席）

23:00 ジャカルタ発

12 25日 水 成田着
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１－４　主要面談者

所　　　属 氏　　　名 ポジション

中央政府保健省 Prof. Sujudi 保健大臣

Hidayat Hardioprawito 保健次官

Myoman Kumari 地域保健総局長

Putu Wiadnyana 地域保健総局保健センター開発課長

Dadi Suqandi Arqadiredja 計画局チーフ

Mawarwati Djamaluddin 計画局外国援助課長

Farida Djoko 計画局日本担当

保健省コンサルタント Haryoko 保健省コンサルタント

ＢＡＰＰＥＮＡＳ Toriono Soendoro 厚生・保健・栄養部門局チーフ

Utin Kiswanti 同上課員

保健省南スラウェシ州事務所 Buruhanuddin 南スラウェシ州保健省州事務所所長

Satria Thifur 南スラウェシ州保健省州事務所次長

Andi Muhadir 計画・事業評価部長（ＰＰＥ）

Suria 医療サービス部長（ＹＡＮＫＥＳ）

Sartian 健康増進・予防部長（ＰＫＰＰ）

南スラウェシ州中央臨床検査所 Bastiar Mas'ud 所長

パレパレ市衛生部事務所 Boy Max Muntu 衛生部長（内務省系）Bupati

ブルクンバ県衛生部事務所 Moch Anwar 衛生部長（内務省系）Dokab

ブルクンバ県保健省事務所 Maknuwa 衛生部長（保健省系）Kandeb

Hasanudin大学 Rusli Natimin 公衆衛生学部長

ＵＮＩＣＥＦ 浦元　義照 Senior Project Officer

Made Sutama スラウェシ地区代表

ＵＳＡＩＤ Leslie Curtin 人口部門チーフ

Lana Dankan 南スラウェシ人口プロジェクト担当

Bambang Samekto 人口・保健・栄養問題担当

Jurnalis Mukhatar プロジェクト管理担当

ＰＡＴＨ（ＮＧＯ） Donl Douglas インドネシア責任者

在インドネシア日本大使館 渡辺　泰造 特命全権大使

川村　泰久 参事官

高山　昌也 一等書記官

在ウジュンパンダン総領事館 米田　隆一 総領事

ＪＩＣＡインドネシア事務所 諏訪　　龍 所長

片山　裕之 所員

海外経済協力基金 佐々木　篤 次席駐在員

ジャカルタ駐在員事務所
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２．総　　括

調査団の目的は、インドネシア南スラウェシ州における地域保健サービス強化を図るためのプ

ロジェクト方式技術協力に関し、Ｒ／ＤおよびＴＳＩを締結することであり、ジャカルタでの保

健省との協議後、ウジュンパンダンへ移動し、南スラウェシ州保健局、州出張所とも協議をした。

ジャカルタに戻ったのち、再び保健省と協議を行い、ウジュンパンダン視察の報告を行うととも

に、Ｒ／ＤおよびＴＳＩをインドネシア政府と締結した。
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３．討議議事録の交渉経緯

12月 16日（月）

ＪＩＣＡインドネシア事務所

面会者：中垣長睦次長、片山裕之事務所員

古田団長より、本プロジェクトの意義を説明し、ＪＩＣＡ事務所の本プロジェクトに対する

考え方を聴取。中垣次長より、スラウェシで進行中の他のプロジェクトの説明があった。次長

によると、政府予算（注）の38％をＢＡＰＰＥＮＡＳが握っており、ＢＡＰＰＥＮＡＳを動かす

ことがプロジェクトの円滑な進行に重要であるとのことであった。

（注）中垣次長の説明より

政府予算　90兆ルピア（約４兆 5,000億円）

　22％　債務返済

　20％　公務員給与

　11％　地方交付金

　38％　開発予算（ＢＡＰＰＥＮＡＳが握っている）

　うち２／３　内貨

　　　１／３　外国援助（52.6億ドル、うち 40％日本）

　　　　20％　アジア開発銀行

　　　　20％　世界銀行

日本大使館

面会者：川村泰久参事官、高山昌也書記官

古田団長より、本プロジェクトの意義を説明し、日本大使館の本プロジェクトに対する考え

方を聴取。高山書記官よりＲ／Ｄに対する意見として４人の総局長をアドバイザーとしてセン

トラルコーディネーティングコミッティーに入れることの提案があり、調査団として承諾し

た。

海外経済協力基金ジャカルタ駐在員事務所

面会者：佐々木篤次席駐在員

海外経済協力基金の進めている円借款との連携を協議した。
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インドネシア保健省

面会者：

「予防可能な死亡」の定義に、「病気」によって起こされるもののほかに「不適切な管理」によっ

て起こされるものを加えるべきであるとの意見が保健省よりあり、調査団として承諾した。

また、本プロジェクトを“decentralization”のモデルとして考えている旨の発言が保健省側

よりあった。

開始時期については、来年７月のスタートについては、インドネシア側は遅いとの感触で

あった。

また、ANNEX（I） MASTER PLAN  3. Outputsの 1-5）“district laboratory technicians”の

なかに health center technicianを加えてほしい旨の質問に対し、3）“Strengthening district

laboratory system”にもあるように広い意味で使っており、“district laboratory technician”

のなかには、district hospital technicianと health center technicianが含まれている旨、

回答した。また、インドネシア側との議論のなかで、“steering committee”の表現が誤解を生

むおそれがあるので、“organization committee”との表現に変更した。

12月 17日（火）

ウジュンパンダン保健省州事務所

面会者：

プロジェクトについて、説明ののち、議論を行った。

インドネシア側から、“on the job training”の意味について質問があった。また、

“indicator”をどう設定するのかについての質問に対しては、自分たちで問題点を見つけ、自分

たちで設定することを説明した。

12月 18日（水）

ＪＩＣＡウジュンパンダン支所

面会者：大友ＪＩＣＡウジュンパンダン支所長

交渉経緯等について説明した。

12月 19日（木）

ウジュンパンダン総領事館

面会者：米田総領事

プロジェクトについて説明を行ったのち、現地の状況について、米田総領事から説明があっ

た。米田総領事より、日本への留学生の同窓会長であるハサヌディン大学のタンナ教授（麻酔
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学）に協力してもらってはどうかとの意見をいただいた。

ハサヌディン大学（インドネシア保健省マワルワティ課長が同行）

面会者：ルスリ公衆衛生学部長、タンナ医学部麻酔学教授ほか

プロジェクトの説明ののち、議論を行った。カリキュラム委員会を設置し、委員長は保健省

側がなることで、本プロジェクトの責任体制を明確化することとした。

12月 20日（金）

パレパレ市庁舎（インドネシア保健省マワルワティ課長、保健省南スラウェシ州事務所スリア医

療サービス部長が同行）

面会者：シャムスル市長、ボーイ衛生部長ほか

プロジェクトの説明を行ったのち、市長の本プロジェクトへの理解を求めたところ、市長は

市病院のランクアップ等保健問題に関心をもっており、本プロジェクトに協力していく意向を

表した。

ピンラン県知事邸（インドネシア保健省マワルワティ課長、保健省南スラウェシ州事務所スリア

医療サービス部長が同行）

面会者：フィルダウス知事ほか

プロジェクトの説明を行ったのち、県知事の本プロジェクトへの理解を求めたところ、県知

事は、県の置かれている状況を説明ののち、本プロジェクトに協力していく意向を表した。

12月 21日（土）

プレジデントホテルにて調査団のミーティング

プロジェクト開始時期について、インドネシア側の状況も勘案すると、４月スタートが望ま

しいことを確認した。

12月 23日（月）

ＢＡＰＰＥＮＡＳ（インドネシア保健省マワルワティ課長が同行）

面会者：トリオノ厚生・保健・栄養部門チーフ

プロジェクトについて説明ののち、インドネシア側の予算の確保について議論を行った。

保健省

面会者：ヒダヤット次官、ダディ計画局チーフほか
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プロジェクトについての説明ののち、Ｒ／Ｄ案について議論した。Ｒ／Ｄ本文には変更はな

く、付随文書のなかでは、プロジェクトの executive directorを次官が兼ねることのほかは、

言葉の整理が主で根本的な変更はなかった。

12月 24日（火）

保健省にてＲ／Ｄ署名・交換。
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４．プロジェクト実施上の留意点

４－１　プロジェクトの基本計画

「予防できる（あるいはできたはずの）死亡（Preventable deaths）の数をどのようにしたら減ら

すことができるだろう。」この問題を解決する努力を通じて、地域保健に携わる人たちの人材開発

と、地域保健に必要不可欠な臨床検査やレファラル機能などのシステム強化を行っていくのが、

このプロジェクトの活動目標である。

具体的には、

①予防できる死亡を減少させるための人材の開発、

②問題解決指向のアクションリサーチ手法の県衛生部への導入、

③県レベルの臨床検査の強化、

以上の３つのサブプロジェクトを実行することで地域保健を強化する。

このプロジェクト目標が達成されれば、南スラウェシ州における妊産婦死亡や乳児死亡などの

予防できる死亡の数が減少すると期待される。

予防できる死亡とは、「現在の保健医療レベルでも、適切に管理や治療をしていたら十分に防ぐ

ことができた死亡」と、このプロジェクトでは定義する。当初は母子に関連した予防できる死亡を

減らすことを活動目標とする。上記のプロジェクト目標を達成するため、以下の活動を行う。

（1）予防できる死亡を減らすための人材開発

1） 県の衛生部長へのマネージメントトレーニング

ハサヌディン大学公衆衛生学部の協力により公衆衛生学などのトレーニングを行う。

2） 県衛生部の母子保健課長

死亡症例検討会や改善プロジェクト実施に必要な技術を移転する。

3） 県病院の医師・看護婦

保健センターの医師・助産婦に行う基礎的産科救命セミナーのための指導者研修を行う。

4） 保健センターの医師・看護婦

県病院にて基礎的産科救命救急の講習を行う。

5） 地域助産婦

県病院基礎的産科救命救急の講習を行う。

（2）問題解決指向のアクションリサーチの導入

問題（予防できた死亡がなぜ発生したか）を発見し、それの解決法を見いだし、実行・評価
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する一連のマネージメントサイクルを３つのパイロット県・市に導入する。

（3）地域臨床検査システムの強化

Quality Assurance（質の保証）手法を導入するため、州の検査センターの強化を行う。

プロジェクト投入計画などは以下のとおりである。

投入

日本側

・専門家－長期、短期：必要に応じ派遣

・研修員受入れ－年間数名

・機材供与－必要な機材

相手国側

① 保健省

次官、地域保健総局長、保健センター開発課長、計画局外国援助課長

② 南スラウェシ州

保健省州事務所長、中央臨床検査所長、県衛生部長、ほか関連スタッフ

協力予定期間

1997年４月から５年間

国内協力機関

国立国際医療センター、ほか

４－２　相手国側の実施体制

保健省次官がプロジェクト全体を統括し、計画局外国援助課が日本側との窓口となる。

南スラウェシ州においては、保健省州事務所がプロジェクト活動の現場レベルでの統括をする。

パイロット県の衛生部がプロジェクト活動の中心となり、県の衛生部長が専門家のカウンター

パートとなる。県衛生部が、県病院、保健センター等での活動を指導する。州の中央臨床検査所

は地域での検査分野の活動を担当する。







附　　属　　資　　料

①　討議議事録（Ｒ／Ｄ）

②　暫定実施計画（ＴＳＩ）
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